
西予市入札実施要綱 

平成18年３月29日 

西予市訓令第９号 

 (趣旨) 

第１条 この訓令は､入札及び契約手続きの合理化､透明性の確保を図ると共に､

もって競争性の向上と確実な契約履行に資するため､西予市契約規則(平成25

年西予市規則第13号｡以下｢規則｣という｡)及び別に定めるもののほか､入札及

び契約に関する手続きについて必要な事項を定めるものとする｡ 

 (一般競争入札) 

第２条 １件につき設計金額が3,000万円以上の工事は､一般競争入札を行うも

のとする｡ただし、市長が認めた場合は、この限りでない。 

２ 一般競争入札の実施に関し必要な手続きは西予市事前審査型一般競争入札

実施要領(平成20年西予市告示第52号)又は西予市事後審査型条件付一般競争

入札実施要領(平成24年西予市告示第106号)に定めるものとする｡ 

 (指名競争入札) 

第３条 指名競争入札に参加できるものは､市長が定める期間中に入札参加資

格審査申請書を提出し､等級別格付けをされたものでなければならない｡ 

２ 指名競争入札に参加するものの選定方法については､西予市建設工事請負

業者選定要領(平成16年西予市告示第581号)に定めるものとする｡ 

 (随意契約) 

第４条 前条の規定は､市長が随意契約によろうとする場合にこれを準用する｡

ただし､市長が認めた場合はこの限りでない｡ 

 (格付委員会) 

第５条 第３条第１項で規定する等級別格付けを行うため､西予市格付委員会

(以下｢委員会｣という｡)を設置する｡ 

 (見積期間) 

第６条 入札を実施するときは､その入札期日の前日から起算して､建設業法施

行令(昭和31年政令第273号)第６条の規定に準じた見積期間をおかなければ

ならない｡ 

 (入札回数) 

第７条 入札回数は１回とする｡ただし､予定価格の事前公表を行わない場合に

あっては､２回までとする｡ 

(入札中止等) 

第７条の２ 入札を公正に執行することができないと認められる場合又は不正

行為の疑いがある場合は､入札を延期し､又は中止するものとする｡ 



２ 指名競争入札において､入札者が２者に満たないときは、入札を中止するも

のとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限りでない｡ 

(再入札) 

第７条の３ 市長は、入札を実施した場合において、入札者若しくは落札者が

ないとき又は落札者が契約を結ばないときは、再度の入札を実施することが

できる。 

(落札者の決定等) 

第８条 低入札調査基準価格を設けた場合にあって､低入札調査比較価格(低入

札調査基準価格から消費税及び地方消費税を差し引いた価格をいう｡以下同

じ｡)未満の価格の入札をした者があるときは､落札者の決定を保留し､西予市

低入札価格調査実施要綱(平成21年西予市告示第104号)の定めるところによ

り落札者を決定するものとし、低入札調査比較価格未満の価格の入札をした

者がないときは､入札書比較価格の制限の範囲内の価格で最低価格入札者を

落札者(総合評価落札方式の場合は｢最高評価値入札者｣に読み替える。以下同

じ｡)として決定するものとする｡ 

２ 最低制限価格を設けた場合にあっては､入札書比較価格の制限の範囲内の

価格で最低制限比較価格以上の価格をもって入札をした者のうち､最低価格

入札者を落札者として決定するものとする｡ 

３ 低入札調査基準価格及び最低制限価格を設けない場合にあっては､入札書

比較価格の制限の範囲内の価格で最低価格入札者を落札者として決定するも

のとする｡ 

 (契約の締結) 

第９条 落札者は､落札の通知を受けた日から７日以内に契約担当者又はその

代理人に対し､契約の締結を申し出なければならない｡ただし､落札者におい

て､やむを得ない理由があるときは､その期間の延長を求めることができる｡ 

 (契約保証) 

第10条 契約保証金については、規則第35条各号のいずれかに該当する場合は、

その全部又は一部の納入を免除することができる。 

 (前金払) 

第11条 受注者が地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)附則第７条の規定に

より前金払を請求しようとするときは､保証事業会社と公共工事の前払金保

証事業に関する法律(昭和27年法律第184号)第２条第５項に規定する保証契

約を締結し､その保証証書を市長に寄託しなければならない｡ 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、当該保証



契約の相手方たる保証事業会社が定め、市長が認めた措置を講ずることがで

きる。この場合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。 

３ 前金払の対象は契約金額が130万円を超える契約とし､契約金額に次に掲げ

る率を乗じた額を超えて請求することができない｡ 

  (１) 工事請負契約 10分の４ 

 (２) 業務委託契約 10分の３ 

４ 前項の規定により算出した額に10万円未満の端数があるときは､これを切

り捨てるものとする｡ 

５ 契約金額が1,000万円以上の工事については､西予市公共工事中間前金払事

務取扱要領(平成23年西予市告示第119号)に定めるところにより、既に支払い

を受けた前金払に追加して請求することができる。 

６ 前金払をした後に、設計変更その他の理由により契約金額を変更した場合

において、その増減額が著しいため､前払金の額が不適当と認められるに至っ

たときは、当該変更後の金額に応じて前払金を追加払いし、又は返還させる

ことができる。 

 (継続費又は債務負担行為に係る前金払) 

第11条の２ 継続費又は債務負担行為に係る契約で､年度ごとに出来高予定額

を定めた場合は､各年度の出来高予定額に対して前金払をすることができる

ものとする。 

(入札結果の公表) 

第12条 入札に付した全ての入札結果について､入札者名及び各入札者の各回

の入札金額その他必要な事項を公表するものとする｡ 

(公表の方法) 

第13条 入札結果の公表は､市ホームページへの掲載及び閲覧方式によるもの

とする｡ 

２ 入札所管課は､公表に供する書類等を別に定める方法により総務部総務課

へ提出するものとする｡ 

(閲覧手続) 

第14条 入札結果の閲覧をしようとする者は､入札結果閲覧申請用紙に所定事

項を記入しなければならない｡ 

２ 前項の閲覧は､総務部総務課において､執務時間に行わなければならない｡ 

(公表期間) 

第15条 入札結果の公表期間は､公表した日の属する翌年度から起算して３年

間とする｡ 

 (その他) 



第16条 この訓令に定めるもののほか､必要な事項は別に定める｡ 

 附 則 

この訓令は､平成18年４月１日から施行する｡ 

   附 則(平成20年西予市訓令第10号) 

 この訓令は､平成20年４月１日から施行する｡ 

附 則(平成 23 年西予市訓令第 31 号) 

この訓令は､平成23年４月１日から施行する｡ 

   附 則(平成23年西予市訓令第33号) 

(施行期日) 

１ この訓令は､平成23年８月１日から施行する｡ 

(経過措置) 

２ この訓令は､平成23年８月１日以後に締結する契約から適用し､同日前に締

結した契約については､なお従前の例による｡ 

附 則(平成 24 年西予市訓令第 12 号) 

(施行期日) 

１ この訓令は､平成24年７月１日から施行する｡ 

(経過措置) 

２ この訓令は､この訓令の施行の日以後に入札公告又は入札参加指名通知(以

下｢入札公告等｣という｡)を行う工事について適用し､同日前に入札公告等を

行った工事については､なお従前の例による｡ 

附 則(平成 24 年西予市訓令第 24 号) 

 この訓令は､公布の日から施行する｡ 

   附 則(平成25年西予市訓令第８号) 

(施行期日) 

１ この訓令は､平成25年４月１日から施行する｡ 

 (経過措置) 

２ この訓令の施行の日前に西予市財務規則(平成16年西予市規則第48号)の規

定によりなされた契約に係る手続きその他の行為は､この訓令の相当規定に

よりなされたものとみなす｡ 

附 則(平成 26 年西予市訓令第 23 号) 

 この訓令は､平成26年４月１日から施行する｡ 

附 則(平成 27 年西予市訓令第７号) 

 この訓令は､平成27年４月１日から施行する｡ 

附 則(平成 29 年西予市訓令第４号) 

 この訓令は､平成29年４月１日から施行する｡ 



附 則(令和２年西予市訓令第９号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則(令和４年西予市訓令第11号) 

 この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則(令和５年西予市訓令第７号) 

 (施行期日) 

１ この訓令は、令和５年５月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この訓令の規定は、工事にあっては、この訓令の施行の日以後に入札公告

又は入札参加指名通知(以下「入札公告等」という。)を行う工事について適

用し、同日前に入札公告等を行った工事については、なお従前の例による。 

附 則(令和６年西予市訓令第12号) 

 (施行期日) 

１ この訓令は、令和６年10月１日から施行する。 

 (経過措置) 

２ この訓令による改正後の第11条の規定は、この訓令の施行の日以後に締結

される契約から適用し、同日前に締結された契約については、なお従前の例

による。 


